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〔研究ノート〕

組織の学習について（下）

今井一孝
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７おわりに（以上本号）

とえば，学習のサイクルのもっとも重要な決定要

因あるいは影響要因として以下のものが区分され

ている】１．

．学習刺激

・組織の知識の現存の普及度ないしマクロレベ

ルの集合的な変量としての行動準則

・ミクロレベルでの組織メンバー間の時間的お

よび水平的なフィードバック過程

・ミクロレベルとマクロレベル間の垂直的な相

互依存関係

・システム内部の学習一抵抗

以下において，このような要因や過程が，二つ

の考察レベル間の学習サイクルにどのように影響

するかを記述することにしよう。

＜注＞

１）ＶｇＬＲＥ､StrauB,DeterminantenundDyna-

mikdesOrganisationalLearning，１９９６，８４４． 

また，アプローチに若干の違いはあるが，｜可じ問

題意識で展開する者もいる。以下の文献も参照さ

れたい。

Vgl,GProbst／BBUchel,OrganisationalesLe-

rnen，1994,ｓ､33-79．Ｃｆ，GMarch/J、Olsen，

AmbiguityandChoiceinOrganizations，１９７９， 

pp54-68． 

６．１学習一刺激１！

すでに多くの文献では，組織の学習に対する一

連の誘発要因および強化要因が示されてきた。い

かに組織の学習が引き起こされるのであろうか。

組織は，一般に，活動を必要とする条件を絶えず

探索するため，環境を走査する余裕はない。組織

は間駄的に探索を行い，注意一志向的な標準実施

手続きに依存し，問題が提起され始めた場合にの

み，これらの標準実施手続きを問題とするわけで

６組織の学習の決定要素

「組織はいかに学習するか」という問題に対す

る答を明らかにするために重要なことは，個人の

学習と集合的な学習間の展開を規定し，また，マ

クロ的なレベルから個人のレベルに戻る遡及の決

定要素を因果的なものとして識別することによっ

て，その問題の出発点を探索することである。た
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組織は新しい優先順位や重みづけが設定されるべ

きかあるいは価値の再構成が呼び起こされるわけ

である７１．危機的な点を克服しなければならない

乖離の形態において問題の範囲は，そこでとくに

｢二重のループ学習」に対する刺激として決定的

である。文献では，同時に，問題の誘発的なある

いは強化的な作用と並んで，働きかけている環境

の変化の複雑，性やダイナミックスは，一定の高さ

を越える必要はないということを示している。と

いうのは，別の場合，学習過程が打ち砕かれ，水

泡に帰されているし，また他の場合，すでに現在

の問題解決に関係づけられているし，制度化され

てもいるからである８１．

上述の問題，つまり危機やストレスが一定の問

題圧力を作り出すので，機会や構造的な可能性に

よって，学習過程を喚起することのできる「吸引

作用」をもたらすものである。たとえば，このよ

うな機会の例として「組織のスラック」つまり追

求目標（組織の要求水準）と計画期間において達

成された目標の間のプラスの差を想定すればよい。

このようなスラック（プラスの差）は，Cyert／

Marchによれば，行動可能性の程度を準備する

ものであり，それは日常業務において完全に使い

尽くされるものではないし，そのかわり，学習過

程の積極的な開始を自由にしうるものである,)。

これに対して，このような「組織スラック」が前

提されないならば，現存の行動可能性は執行的な

課題ないし業務の克服のためにすでに使い尽くさ

れており，高度な問題圧力を伴う危機的な状況に

おいて，行動可能性はすでに存在している問題解

決の構造変更あるいは制度化を追求するにすぎな

いものである。

問題や機会に加えて，「人間」は学習過程のも

う一つの誘発要因である。組織のメンバーは，一

方では，積極的にその人の知識を通して学習過程

に焦点をあて，たとえば，組織メンバーは彼らの

個人的なノウハウを組織にもたらすし，他方では，

組織に分けられている知識すべてを－つにまとめ

るものである。その際に，難しいと思われるのは，

現存の組織メンバーあるいは新しい従業員が問題

である。加えて，リーダーシップ行動が学習過程

のもう一つの解発因を示している。その解発因は

公開性という雰囲気を作り出すものであり，危機

ある。すなわち，学習は問題によって典型的に引

き起こされるといえるわけである。Hedbergに

よれば､，学習に対する引き金として「問題」

｢機会」および「個人」があるという。さらに，

この三つの作用要因に加えて，「協調志向的な行

動」「相違」および「反映の努力」が追加されよ

う2)。前者の二つの場合，つまり「問題」と「機

会」は，組織ないし組織メンバーの体験に基づい

て容易に受け入れられるのに対して，「個人」「合

意志向的な行動」「相違」は呼び起こされる事象

の社会的な属性を強調する。「反映の努力」は学

習過程の積極的な努力の可能性と新しい知識の獲

得に関連づけられるのに対して，学習過程の別の

作用要因では，通常，別の目標に向けられる活動

の消極的な副産物として容易に記述されている。

解決されない問題は，学習過程に対する最大の

作用要因の集団である。問題解決の主要な引き金

は「不満足」として示される３１。個人の場合，ま

ず解決されない問題が「ストレス」として知覚さ

れることが多い。このストレスは，知覚可能性の

過大な要求によって「不快なストレス」の形態を

とるかあるいは「業績上のストレス」として「目

標設定の誤り」と論議されることが多いい。学習

過程に対する問題志向的な解発因は，したがって，

期待（計画先与）からの行動成果のマイナスの乖

離という，Argyris/Sch6nの理解と全く同じで

あるということができる５１。これはまた，「組織

のビジョン」（将来の目標）と現在の現実（現状）

の相違として「創造的緊張」でも示される`)。組

織メンバーがこの新しい行動背景で高度な能率を

獲得しうると考える場合にのみ，完全で，新しい

代替的な問題解決と解釈図式を実行し，また受容

する機会をもつにすぎないわけである。まず初め

に，そのときの支配的なパラダイム，すなわち使

用理論，の代替的な解決が遠く離れれば離れるほ

ど，それだけますます，その高度な能率への確信

および受容のための動機づけが減少することにな

るといわれる。これまでなおシステムと一致して

いる解決が後まで失敗しつづける場合にはじめてⅢ

組織にとって，基礎的な変更学習（二重のループ

学習）の意味で，パラダイム的に新しい解決アプ

ローチに対しての可能性が開かれることになる。

つまり，克服しえない組織の価値や規範の下で，
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意識が伝達され，全く意識的に学習過程が開始さ

れよう。最後に，人間それ自体は模範として用い

られるし，したがって，社会一認知論的な理論の

意味での観察学習としての「モデルによる学習」

を可能にしているものである'0)。

とくに組織内でのコミュニケーションが行動の

調整という具体的な課題から解け難く自己目的に

なるような状況で生じる，協調志向的な行動と並

んで，最終的には，相違，野心，アノミー，矛盾

および弱められた同化可能性も学習過程に対する

誘発要因でありうる。これらの学習刺激群での学

習過程は，組織を比較することのできない（同一

尺度では測定できない）コンテクストの結びつき

に細分化することによって，また常に弱くなる同

化を，現存のおよび包括的なコンテクストの探索

において呼び起こすものであるmｉｏ

最後に，これまで述べてきた影響に加えて，純

粋に外生的な刺激要因および状況の祇極的な熟考

は，「反映の努力」の形態での学習刺激として示

されることになる。独自の反映に対するこのよう

な刺激は，一方では，一般に知覚される問題圧力

が分解されるであろうし，他方では，新しい洞察

ないし認識および問題の視点の演鐸的な推論は科

学的な理論やシナリオから導きだされることによっ

て生じることになる'2)。

ここで述べてきた学習サイクルヘの学習刺激や

影響量は，このような体系化は複雑性，相互作用

性および鎧終的には未知の多くの多様な影響量に

基づいて限定された分類に形成きるけれども，シ

ステム外的な，個人内的な，個人間的な影響量に

おいて有意に体系化されることになろう。これら

について簡単に言及しておこうＭ１。

ｌ）システム外的な影響要因

このシステム外的な影響量に属するものとして

は，組織の「外部」から学習サイクルに作用する

すべての影響量が包含されよう。法律的な条件に

加えて，競合関係の影響，制度化された枠組み条

件にここでもまた経済全体的な要因が作用する。

このような一般的な影響要因は別としても，行動

準則の具体的な独自の性質もまた過程内おいてそ

の応用や一層の拡大に影響するであろう。たとえ

組織メンバー間で，主観的に知覚された新しい使

用理論の属性（社会的イノベーションの採用研究

という意味で）が区分されうるとしても，一連の

主観的に知覚された属性の個人的な受容に向けら

れる。ここにはいくつかの要素が含まれる。

・相対的有利性：これは，新しい使用理論つまり

イノベーションはそれがとって代わるアイディ

ア以上に優れたものであると知覚される程度を

意味している。

・両立`性：新しい使用理論つまりイノベーション

が現存する価値，過去の経験や潜在的な採用者

の欲求と首尾一貫している程度である。

・複雑`性：この意味することは，イノベーション

（新しい使用理論）が理解し，使用することが

難しいものとして知覚される程度である。

・試行可能性：試行可能性とは，イノベーション

（新しい使用理論）が限定された基礎に基づい

て経験することができる程度である。

・観察可能性：これは，イノベーション（新しい

使用理論）の結果を他の人々が可視可能である

程度を意味している。

拡大や応用との関連で要約すれば，属性への積

極的な影響量は，行動準則（使用理論）あるいは

｢精神的モデル」と結びつけられて，

・場合によっては起こりうる別の代替的方法と比

較して相対的な有利性が大きければ大きいほど，

．新しい行動準則が現存の意見，価値イメージあ

るいは個人の社会性と一致しうることが多けれ

ば多いほど，

・組織内での行動準則が，社会一認知的学習理論

の意味において，複雑でなければないほど，よ

りよく理解しうるものであればあるほど，また

容易に観察可能であればあるほど，

・それらが小さな基礎に基づいてまた限定された

枠組み（たとえば企業領域あるいは部門）にお

いて，よりよく確かめられれば確かめられるほ

ど，

．新しい行動準則で組織の残りの参加者によって

なされる経験がより観察し易いものであればあ

るほど，

ということが仮定される。

２）個人内影響量

システム外的な影響量に加えて，個人内の影響

量によって学習サイクルのそれぞれの決定要素す

べてが把握されることが必要である。それらは個
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人自身に存在するものであり，一定の行動準則に

つながる属'性にたいしてプラスにあるいはマイナ

スに影響する。ある調査によれば，学習理論的に

向けられたアプローチでの人口統計学的なメルク

マール（所得，教育水準など）と同様に，個性の

メルクマール（自意識，自発性，学習能力）およ

び社会的行動のメルクマール（接触の喜びや新し

いものに対する開放`性）があることが見いだされ

ている。

３）個人間の影響量

システム外的及び個人内影響量に加えて，個人

が他の社会的環境との関係が中心におかれている

要因が確定される｡個人間の決定要因は，一方で

は，社会的システム，全体としての組織の特徴が，

また他方で組織メンバーの相互作用の側面が重な

りあっている。個人の多面的な役割期待，規範，

価値イメージ及び権力関係を伴う環境は，個々の

組織メンバーの行動の組織行動への適応に部分的

に作用する。それは社会的圧力を削減しまたこれ

を初めから非難するためである。組織内の個々の

メンバーの立場（権力地位）の取り除かれる強さ

は傾向として適応圧力を高めることになる。個々

の組織メンバー間の相互作用は，その場合，たと

えば組織内で特別の権能を持つオピニオンリーダー

ないし促進者のような行動の方向づけによって，

個人的あるいは非個人的なコミュニケーションの

形態によって担われることがある。権力地位はこ

のためにフォーマルな権力関係に基づいて組織構

造内の階層的職位あるいはインフォーマルな社会

的相互作用の権力関係からたとえばインフォーマ

ルなオピオンリーダーから生じるものである。

Lernen，1994,ｓ４９． 

６）CfOArgyris／Ｄ，Sch6n，Organizational 

Learning，1978,ｐｐ,17-18. 

7）Ｃｆ・Ｐ、Senge，BuildingLearningOrganiza‐

tions,in:DPugh（ed.),OrganizationTheory,４ 

ｅｄ.，1997.pp489-49L 

８）Ｖ91.Ｇ.Probst／BBiichel,ａ,ａ､０，ｓ､36-37. 

9）Ｃｆ・BHedberg,ｏｐ・Cit.,ｐｐ､12-15.

10）Ｃｆ.Ｒ・Cyert／JMarch,ABehavioralTheory

ofTheFirm,２ｅｄ.，1992,ｐｐ､41ff 

ll）ＶｇＬＲ､StrauB,ａ､ａ､0.,ｓ､47. 

12）VgLIbid,Ｓ47. 

13）VgLIbid.,Ｓ47. 

14）VgLIbid､dS48-5L 

６．２普及度'）

学習一刺激に加えて，一定の行動準則（使用理

論）の現存する普及度が，組織の学習の過程に対

する影響量として強調されることが重要である2)。

この普及度は，一定の行動準則，解釈図式，規範，

｢組織図」「イメージ｣，評価，「精神モデル」ある

いは組織文化などに刻み込まれているもので，す

べての組織の参加者の総計を特徴づけている。つ

まり，組織は，符号化された経験を技術や手続き

のような形態に変換することを通して，他の組織

の経験を獲得するわけである。現在の普及度は，

フォーマルな能率と並んで，変換過程の形成のた

めに包括的に自由にしうる知識の形態で，学習サ

イクルに関してまったく独自の効用貢献を提供す

る。組織内での行動準則の形態で，一定の知識あ

るいは一定のイメージの現在の普及度が大きくな

ればなるほど，現在の知識に基づいての利用から

知覚されるところの（主観的に）感じられる効用

はますます大きなものになる。多くの組織メンバー

の固有の解釈図式あるいは固有な行動準則による

認知的不協和の回避のような要因が重要な役割を

演じているわけである3)。

普及の過程は三つに分けられるI)。第一のもの

は，病気が潜在的な母集団に広まるような唯一の

源泉を含むものである。しかし，必ずしも無防備

な犠牲者と同じである必要はない。組織の例でい

えば，たとえば行政機関により公布される規則な

どがそれである。第二の過程は，病気に感染して

＜注＞

１）VgLRStrauB,DeterminantenundDynamik 

desOrganisationalLearning,1996,ｓ45-51. 

2）ＣｆＢ・Hedberg，“Hbuノｏ宿α花jzatio"ｓノe、”

α"。ｕ"leqr"”inNystrom,Ｐ.／Starbuck,Ｗ,(edsj

HandbookofOrganizaLionalDesign，1981,pp」６－

１８． 

３）ＶｇＬＲ・StrauB,ａ､ａ､０，ｓ､４５．

４）ＣｆＪＭａｒｃｈ／Ｈ,Simon,Organizations,195８， 

ｐｐ４７ｆｆ、

５）ＶｇＬＧ､Probst／Ｂ・Biichel,Organisationales
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いる組織のメンバーと感染していないメンバーの

間の接触を通じての病気の広がりを伴うものであ

る。組織の例は，組織間の接触，あるいはコンサ

ルタントによるものや人員の移動に基づいて普及

されるルーチンのようなものを想定すればよい。

第三の過程は，伝染病による小集団内の病気の感

染があり，ついで母集団の残りのメンバーに彼ら

から広められるという，二段階の普及である。組

織の例は，フォーマルないしインフォーマルな教

育制度や専門家を通じて伝えられるルーチンがそ

の後公表されるようなケースを考えればよいであ

ろう。これら三つの過程は，強制的，模倣的およ

び規範的と呼ばれることが多い。また，これらは

情報の普及という包括的なシステムに含まれるも

のでもある。

(観察された）知識の利用者あるいは一定の行動

準則の利用者によって，後の利用者あるいは使用

者に影響することである。その場合，知識基礎の

普及は，再び，個人的あるいは非個人的なコミュ

ニケーションの最も異なる形態によって担われて

いるわけである。この時間的に移動する普及効果

に加えて，追加的に考察されるべきことは，新し

い行動準則への方向変換に対する決定は，また潜

在的な（後の）知識利用者の期待される行動によっ

ても影響されうるものである。（潜在的な）利用

者のこの水平的な（相互的な）直接的影響は，た

とえば，相互観察によって，他のコンテクストに

おいて「観察されている場合，誰もが集団を観察

している」ものとして記述されよう。一定の行動

準則の普及を記述しまた説明するために，したがっ

て，再びミクロ・レベルでの単純な直線的な応用

決定および利用決定の合計は，マクロ・レベルで

の現象の記述のために提供されることになる。こ

れに対して－あるレベルでのみそれぞれ純粋に部

分分析的な視点や記述とは対照的に一二つのレベ

ル間の相互依存関係が考慮されることが必要であ

るように思われる。

ここでとくに関心のある垂直的なフィードバッ

ク過程の形態は，いわゆる「頻度依存`性効果｣3’

と呼ばれるものである。一定の行動準則（使用理

論）に対する意思決定にあたって，個人が，すで

に一定の行動準則に対して決定している組織の他

のメンバーに向けられるならば，そこでは，組織

内の行動の相対的な頻度の限界的な変更は，相対

的頻度のマクロ的な変数に依存する鮴。これの単

純に意味することは，組織の個人による一定の行

動の選択は，いかにしばしば組織においてこれら

の行動がすでに主張されていたりまた観察可能で

ある（普及度)，ということに依存するというこ

とである。たとえば，Probst/Bijchelは，学習

サイクル内でのこれらの現象に対する指標を記述

している。「組織メンバーは，多くのメンバーに

よって共有された知識を変更することによって組

織の学習に作用する。共通の共有された価値や仮

定の変更によって，あるいは認知的な図式の変更

によって組織学習が生じることになる。この意味

することは，基礎的な仮説あるいは準拠枠がそれ

自体が変更されるということである。それを手が

＜注＞

１）VgLRStrauB,DeterminantenundDynamik 

desOrganizationalLeatning，1996,Ｓ５１ｆ 

２）VgLGProbst／BBijchel,Organisationales 

Lernen，1994,ｓ.64-65. 

3）認知的不協和については，以下の文献を参照さ

れたい。CfLFestinger,ATheoryofCogniti‐

veDissonance,1957．末永俊郎監訳『認知的不協

和の理論」1965,誠信書房。ＶｇｌＷ・Staehle，

Management，６．ilberarbAuf1.,1991,ｓ､227-230. 

および，VgLWKirsch，Entscheidungsprozesse，

Ｂｄ、１．，１９７０，ｓ118-124.

4）CfBLevitt／Ｊ､March,OrganizationalLear 

ning,in:Ｍ､Cohen,LSproull，（eds.),Organiza-

tionalLearningIl996,pp527-528． 

６．３フィードバック過程とサイクル的な相

互作用I》

組織における一定の知識の基礎あるいは行動準

則の変更あるいは普及のために，ミクロ・レベル

での時間的なフィードバック過程に並んで，水平

的なフィードバックも重要である。第一に１時間

的フィードバックが関係しているのは，組織メン

バーの影響が，すでに一定の行動準則に適応して

いる多くのそれぞれの人々によって行使されるよ

うな状況である2,．組織における一定の知識基礎

の普及にとって決定的なことは，従って以前の
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かりに，多くの組織メンバーが参加されるわけで

ある。というのは，これは現実の社会的な構成を

通じてのみ行われるからである｡｣6）

したがって，必然的にある面では，個人の行動

と個人の学習要因の間の相互依存`性の形態が，ま

た他の面では，学習サイクル内でのマクロ的な変

量が問題となる。同様のことが，社会的一認知的

な学習理論において，外部的あるいは代理的な確

認との依存性において，学習が示されている。

ミクロ・レベルとマクロ・レベルとのフィード

バック過程は静的に解釈された，厳密な因果分析

の放棄を条件づけている。原因（インプット）の

結果（アウトプット）は，その強化された結果に

対して自ら再び後退的になり，したがってダイナ

ミックな視点や分析から十分に調べられ，記述さ

れ，また説明されることになる。以下において前

提されることは，一定の行動準則（使用理論）の

効用は，多くの実際的なたとえば期待された利用

者の数との依存性において増加し，したがってさ

らに，個人の受容刺激が高められるし，その逆も

また真である。一定の行動準則の効用は負のフィー

ドバックに大きく従属しているので，利用者の数

の増加は一定の行動の効用を減少するという基本

的に可能なケースは，ここではまず排除されよう。

それにもかかわらず，ある負のフィードバックが

発現する状況が考えらよう。したがって，この代

替案が準備されればされるほど，行動あるいは行

動準則の効用は減少されることになる。たとえば，

｢ボイコット」という状況を想定すれば良い。そ

こでは個人と状況間の不一致によって喚起される

し，また欲求不満，ストレスや不満足によっても

引き起こされるものである`)。

学習サイクル内に新しい行動準則を広めるため

に，基本的に二つの展開が考えられる。第一は，

ミクロ・レベルとマクロ・レベル間のフィードバッ

ク関係やまたここで現れる頻度依存性効果に基づ

いて，余り確実なものとしてはみなされない，新

しい行動準則にむしろゆっくりと「入ってきて拡

散すること」である７１。つまり「普及は連続的に

あるいは段階的に生じる」ものである。これに対

して，実際の製品の普及という特徴と類似して，

組織の学習の過程に対して典型的な過程経過が発

生することが確実なように思われる。「臨界量と

いう現象｣６１がそれである。臨界量あるいは臨界

質点とは，一定の行動準則を使用する組織メンバー

が越えねばならないメンバーの最低数であり，そ

れはより多くの組織メンバーを獲得するために持

続する効用に先だって，サイクルから展開される

ものである。その場合，一般に仮定されることは，

この行動準則の効用および相対的な魅力は，基本

的には，彼らの観察された行動によってその使用

を周知のものとする，参加者の数と共に増加す

る９１゜したがって，コミュニケーションの特定の

側面のもとで，学習サイクルの発展は波状のもの

として図示される。野中を引用し，「コミュニケー

ションは同時的また状況的な現象であり，そこで

は人々が変化が生じることを感じ，変化の同じ意

味を共有し，活動をとるよう動かされる。換言す

れば，コミュニケーションは人体を通じて経過す

る波のようなものであり，誰もが波と同調する場

合に最高潮に達する。したがって，ある領域の参

加者間の精神的また肉体的なリズムの共有は社会

化の推進力として役立つ」という１０１．

組織の学習という過程内の「臨界量」での具体

的な関連は，組織メンバー間の頻度依存性効果で

の効果として影響要因や環境変数の臨界量でも表

される場合に示されることになる。したがって，

多様な過程あるいは条件は，発生するために分散

に対する十分に臨界量が存在しなければならない

けれども，条件に出会う場合の規定された順序は

存在していないわけである。

このようなシステム開発での臨界質点は，フィー

ドバック効果のプラスとマイナスの間の分岐点と

して，またしたがって成果ある普及と達成の間あ

るいは新しい行動準則の回帰を意味する。臨界的

質点での領域は，小さな機能としてまたより広い

組織メンバーの押し寄せとして臨界的である限り，

行動準則の拡大発展への後の作用をもちうるもの

である。この価値の乖離は第一に安定的な拡大局

面へ不安定的な局面からの移行に作用するもので

ある。

＜注＞

ｌ）ＶｇＬＲ、StrEluB,DeterminantenundDyna‐

mikdesOrganizationalLearning,1994,ｓ52-55. 

2）VgLGProbst／Ｂ・Biichel,Organisationales
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よびそれと結びついた学習抵抗の阻止や迂回のた

めの経営情報システムの投入に対する，重要なヒ

ントを提供する。

これまでの一定の組織集団や部門に存在する組

織的な規範や特権に並んで，組織内のタブーは制

限的な学習システムも，学習抵抗の発生に責任を

伴うものであるｲ)。限定された学習システムは犯

された誤謬を強めるものである。そこでは固有の

行動の非一貫性や隠蔽措置によって誤謬は隠蔽さ

れるわけである。「結果」と計画予定の間の非一

貫`性は組織の学習を引き起こすので，たとえば，

ここでは以下のようなメカニズム，

（１）無意識的に巧みな行動によって綿密なまた

威嚇的な状況を隠蔽するものとしての「熟練した

無能力さ｣，

（２）熟練した無能力ざの反復的な発生としての

｢防衛的なルーチン」やその組織の規範としての

その構築，

（３）固有の行動の非一貫性に対して盲目性が可

能である，ないし第三者がこれに責任をもつよう

な行動としての「空想的なフットワーク｣，が存

在する5)。

規範や防衛的な組織の図式を越えて，組織の制

約された情報処理能力に基づいても学習抵抗が生

じる。たとえば，学習過程の阻止や制度化は，不

十分な情報的な基礎のみが意思決定に作用する，

情報病理学である。一つの例は，階層，専門化お

よび集中化は，情報を抑制したり，歪めたりする

ことになる。したがって，意思決定者は必要な情

報を完全な範囲において自由にしえないわけであ

る。それゆえ，構造的枠組み条件はこの種の情報

病理学の発生の基礎である。もう一つは，イデオ

ロギー的な情報病理学は，一定の現実の教義（ス

テレオタイプやスローガンなど）となる。そこで

は，さらに現実の形成に対する一定の仮定が反映

されるし，あるいは一定の情報収集活動を支持す

る教義，同様に意思決定の不十分な基礎づけを可

能にする教義となる。一般的な意味において，教

義は，意思決定者が一定の情報行動を示すように

作用する。そこで意思決定者は一定の情報を収集

する。というのはうそれは意思決定に関わるから

である。このような心理学的な情報病理学は構造

的なまた教義的な･情報病理学を補完することもあ

Lernen，1994,ｓ18-19,64-65. 

3）Ｒ・StrauB,ａ､ａ､0.,ｓ５３．

４）VgLGProbst／Ｂ・Bijchel,ａ､ａ､0.,ｓ２０．

５）Ｉbid,Ｓ､６５． 

６）ＶｇＬＷ・Staehle,Management，６．Uberarb

Auf1.,1991,ｓ224-240. 

7）ＶｇＬＲ､StrauB,ａ・ａ､0.,ｓ５４．

８）Ｉbid.,Ｓ５４． 

９）VgLGProbst／BBUchel，ａ.EL0.,s､22-25. 

10）VgLRStrauB,ａ・ａ､0.,ｓ､55.

６．４学習一抵抗と「学習解消｣'）

社会システムの構造と文化は，学習過程の経過

に決定的な影響を及ぼす枠組み条件である。組織

学習のこの文化的および構造的な枠組みは，常に

二つの異なる作用に帰せられる。組織の枠組みは

知識の貯蔵に対する，また学習過程の支持に役立

つ，つまり「学習追求文化」かあるいは学習過程

は「役割制約的な学習｣２１のような標準期待ある

いは役割期待によって，阻止されるものと記述さ

れる。学習抵抗や「学習解消」の必要性について

の記述は，二つのカテゴリー，すなわち「狸得抵

抗」と「利用抵抗あるいは実行抵抗」の両端で記

述されることが多い。

学習は，一般に，知識が維持されているところ

で妨げられる。というのは，学習は一定の方法で

現存の知識をも撹乱するからである。組織内に現

存する知識の基礎は，したがって，榊造内で変更

されねばならない。それゆえ，学習はマクロ的な

レベルで追求されることになる。しかし組織は現

存の知識の更新や構造変更に抵抗する。というの

は，一定の戦略や行動様式は，これまで提起され

てきた方法を確認し，現存の戦略や解釈図式の変

更は，後にこれまで養成された行動図式を問題と

するわけである。学習過程を阻止することや衰退

する理由として，以下のものが示される３１。

.規範，特権およびタブー

・組織の防衛的な図式，「限定された学習シス

テム」

・情報病理学

学習抵抗の最初の二つの項目は，むしろ組織の

側面を包括するが，情報病理学の考察は，・情報お
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る。この種の心理学的な病理学は，個々の個人の

不十分な情報処理能力に起因する。したがって，

組織のメンバーは同種の情報を異種のものに関係

づけ，一致しない情報を体系的に排除することに

なる。心理学的な情報病理学は不十分な情報的な

意思決定の基礎づけばかりではなく，現存の役割

強制，競争関係，用役給付の隠蔽あるいは階層な

いし過剰な集中化によって，学習過程を妨げるこ

とになる。学習抵抗は，したがって，「選択の完

全なサイクル｣５１内で，サイクル内での持ちこた

えられる限度となる。この種の破壊は，ミクロお

よびマクロ・レベルでも，またこの両者のレベル

間でも発生しうるわけである。

学習抵抗の克服のために，企業における知識の

担い手を解雇することによって，いっそうの過程

を展開することにとって有益な「学習解消」とい

う過程を開始することになる。そこでは〆他の組

織メンバーがそれぞれの知識を持ち込み，いっそ

う展開するような刺激が存在する`)。学習解消と

は，学習するものが知識を放棄する過程である。

この「学習解消」は，現存の組織の変更を伴うこ

となくして，古くなった知識のレベルの放棄，行

動のレパートリーや組織の抵抗のよっても実行さ

れる７１。

学習抵抗は，全体的に，行動準則の普及の遅延

あるいは，極端な場合，組織の学習過程の拒否，

崩壊や破壊という状態をもたらすであろう。組織

の学習サイクルにおいて，「学習」といわれるの

は，一定の行動様式や知識が獲得された後，その

利用や実行を成果あるものとする場合である．個

人の経験は，組織の知識の発生，普及および拡大

にとっての必要な前提である。個人レベルでの知

識の具体的な利用や実行および知識を組織に取り

入れること（たとえば使用理論としての観察）は，

十分条件である。

組織を手がかりに外部から持ち込まれる知識刺

激（たとえば新技術，組織形態，新共働者など）

や外生的に作られる刺激は，自動的にではなく，

その直接的な利用や応用を結果する。組織の個々

に獲得された知識は必ずしも自由にされるもので

も，提出されるものでもなく，時間的な遅れを伴

うにすぎないものである。こうした理由に基づい

て，学習抵抗は獲得抵抗，利用ないし実行抵抗に

細分化されよう３１．

独得抵抗の下に基本的なすべての要因が包含さ

れる。それらは，組織において一定の原則的に現

存する知識は獲得されるものでも受容されるもの

でもないものである。個々の組織メンバーが受容

する準備があることや彼らの知性に加えて，企業

内的コミュニケーションにかかわるものである。

このコミュニケーションは，新しい行動や新しい

知識の基礎が例証されるかどうか，合法化される

かどうかを確定するものである。また，最終的に

は，個人の欲求，動機，価値，態度や資格および

パーソナリティを受容するように動機づけるもの

でもある’1．

利用ないし実行抵抗は，さらに適用抵抗と代替

抵抗に分けられる。新しい組織の知識を潜在的に

利用する者が，新しい行動準則の期待された属`性

の欠如を感じるか，あるいはマイナスの結果がそ

れを使用することで期待される場合に適用抵抗が

生じるのである10)。この欠如が現れるのは，新た

に引き入れられた行動準則では，行動結果と期待

との乖離を削減しえないか，あるいは組織の内外

に存在するであろうマイナスの結果を一定の知識

基礎を使用することで期待される場合である。

代替抵抗は競合する行動準則の普及から生じる。

というのは，一般に，これまで比較的あまり普及

されず，また魅力あるものではない準則での交換

は，すべての組織メンバーと共通の経験という背

景に基づいて協働しえないという不利な点と結び

つけられている。つまり非両立生が解釈およびコ

ンフリクトの場で生じるわけである１１１。行動準則

が将来普及するということの不確実性およびそれ

に基づいて構築される行動，ルーチン，管理スタ

イルは，交換行動での遅れとなることが多い。加

えて，ある組織の知識の基礎や行動準則から他の

組織へのそれらへの移行には学習のコストがかか

ることを忘れてはならない。学習解消の必要性は，

したがって，ある新しい組織の行動準則の原則的

な獲得への準備ばかりではなく，これまで行われ

てきた使用理論の過程的代替にも関連することに

なるわけである。

組織学習の理論的なアプローチの解釈にとって，

それぞれの知識レベルの利用および一定の行動準

則の実行が中心に置かれなければならない。また
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すでに述べた臨界的質点も行動準則の普及にとっ

ての出発点として位置づけられよう。

入りし，リーダーシップが変化することも多い。

しかし，組織の記憶はある行動，規範や価値を保

存する。すなわち，組織自体が経験してきた行動

様式はルーチンないし標準実施手続きなどの人工

物の形態で保持され，組織のレパートリーとして

記憶ないし貯蔵されるわけである。

いずれにしても，組織は，それを取り巻く環境

と相互作用することを通じて学習する。つまり，

組織は自らの行為の結果を観察することによって

現実の理解を高めることになる。したがって，有

効な学習はますます問題を処理しうることになる。

行為は組織自らの経験である。また，組織の学習

は，他の組織の行動をの模倣すること，他の組織

の経験を受容すること。また，環境の写像によっ

ても学習するものでもある。

組織の学習が行われる枠組みを設定し，経営者

に対して活動の領域を明らかにするために，構造，

戦略，文化および個人という次元を含む「構造図

式｣'１を展開することが必要になろう。この「構

造図式」を組織の学習過程として検討することが

残されている。これを今後の研究課題とすること

にしよう。

＜注＞

１）VgLRStrauB，DeternminantenundDyna-

mikdesOrganizationalLearning，1996,ｓ56-62. 

2）Ｊ・March／JOlsen,AmbiguityandOrgani-

zations，1976.ｐ,５７． 

３）ＶｇＬＧ､Probst／Ｂ､Biichel,Orgamisationales 

Lernen，1994,S74ff、

４）Ｃｆ.Ｊ,March／Ｊ・Olsen,ｏｐ・Cit.,ｐ５７．および

ＶｇＬＧ・Probst,BBUchel,ａ・ａ､０．，ｓ､761T、

５）Ｊ・March／Ｊ・Olsen,ｏｐｃｉＬ,ｐ､５６．

６）Ｃｆ.Ｂ,Hedberg,Howorganizationsleamand 

unlearm，ｉｎ:P、Nystrom／Ｗ、Starbuck，（eds.)，

HandbookofOrganizationalDesign，1981,ｐ１８． 

７）Ｃｆｌｂｉｄ.,ppl8-20 

８）ＶｇＬＲ・StrauB,ａ・ａ､０，ｓ､59fｆ

９）Ｖ91.Ｇ.Probst／BBUchel,ａ､ａ､０，s20. 

10）VgLIbid.,20-22 

11）CfBHedberg,ｏｐ､Cit.,ｐｐ､18-20 

７おわりに

これまで，組織の学習について，学習のレベル

に応じて，（１）個人のレベル，（２）社会的レベ

ルおよび（３）組織のレベルという次元を検討し

た。次いで，組織の学習の種類として，適応学習，

変更学習，過程学習というそれぞれの性格を明ら

かにしてきた。

このような「学習の担い手」は誰かということ

が問題となろう。学習の担い手は本来個人である。

しかし，組織の学習という場合，純粋に個人のみ

に限定することができるであろうか。個人の学習

は組織の学習において重要である。組織はそのメ

ンバーがもつ頭脳や感覚をもつ以上のものはもっ

てはいない。組織の学習は個人の学習を通じて行

われる。しかし，組織の学習は個人の学習の単な

る累積ではない。組織は頭脳はもたないが認知的

システムや記憶をもっている。また，組織では単

に個人のみならず，組織のリーダー（エリート）

や各種の集団（下位集団を含め）が組織の学習に

対して大きな影響を及ぼしていることも事実であ

る。加えて，組織においては，そのメンバーが出

＜注＞

１）GProhst／BBUchel,OrganisationalesLer‐ 

nen，1994.ｓ92. 

＜完＞
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